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株主様へのお願い
　新型コロナウイルスの感染拡大防止のた
め、株主の皆様におかれましては、極力、書
面により事前に議決権を行使いただき、株主
総会へのご出席にあたっては、ご自身の健康
状態等をご確認の上、ご来場の見合わせも含
め、ご検討くださいますようお願い申し上げ
ます。

第127回
定時株主総会
招 集 ご 通 知

開催日時

令和２年６月26日（金曜日）
午前10時

開催場所
福井市花堂中２丁目15番１号
当社テクニカルセンター５階ホール

株主総会にご出席の株主様へのお土産のご用意は
ございません。
何卒ご理解くださいますようお願い申し上げます。
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株主総会における新型コロナウイルス感染防止の対応について
　新型コロナウイルス感染状況を鑑み、本株主総会につきましては、下記の感染防止策を実

施の上、開催させていただきますので、株主の皆様におかれましては、ご理解とご協力のほど
よろしくお願い申し上げます。

・株主総会の運営スタッフは、検温を含め、体調を確認のうえマスク着用で応対をさせていた
だきます。

・ご来場の株主様は、マスク着用をお願い申しあげます。
・会場入口付近で検温をさせていただき、発熱があると認められる方、体調不良と思われる

方、海外から帰国されてから14日間が経過していない方は、入場をお断りし、お帰りいただ
く場合がございます。

・議場における報告事項（監査報告を含みます）および議案の詳細な説明は省略させていただ
きます。株主様におかれましては、事前に招集通知にお目通しいただけますようお願い申し
あげます。

・株主総会当日までの感染拡大の状況や政府等の発表内容等により、株主総会の運営に変更が
生じる場合がございます。インターネット上の当社ウェブサイト
（http://www.sakaiovex.co.jp/）より、発信情報をご確認くださいますよう、お願い申し
あげます。
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証券コード　3408
令和２年６月10日

株 主 各 位
福井市花堂中２丁目15番１号

代表取締役社長 松 木 伸 太 郎

第127回定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚くお礼申しあげます。
　さて、当社第127回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申しあげます。
　本年は、新型コロナウイルスの感染が拡大している状況に鑑み、ご自身の健康状態にご留意いただき、
風邪のような症状が見られる場合や体調がすぐれない場合などには、ご無理をなさらず株主総会へのご来
場を見合わせていただくことをご検討ください。また、ご高齢の方、基礎疾患のある方、又は、妊娠され
ている方なども株主総会へのご来場を見合わせていただくこともご検討ください。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができますので、お手数ながら
後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、
令和２年６月25日（木曜日）午後５時までに到着するようご返送いただきたくお願い申しあげます。

敬　具
記

１. 日 時 令和２年６月26日（金曜日）午前10時
２. 場 所 福井市花堂中２丁目15番１号　当社テクニカルセンター５階ホール

（末尾の「株主総会会場ご案内図」をご参照ください。)
３. 目的事項

報告事項 第127期（平成31年４月１日から令和２年３月31日まで）事業報告、連結計
算書類及び計算書類の内容並びに会計監査人及び監査等委員会の連結計算書
類監査結果報告の件

決議事項
第１号議案 剰余金配当の件
第２号議案 取締役(監査等委員である取締役を除く。)８名選任の件
第３号議案 監査等委員である取締役４名選任の件
第４号議案 補欠の監査等委員である取締役２名選任の件

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　上
１．当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申しあげます。
２．以下の事項は、法令及び当社定款の定めにより、インターネット上の当社ウェブサイト(http://www.sakaiovex.co.jp/)

に掲載しておりますので、本招集ご通知の添付書類には記載しておりません。従いまして、本招集ご通知の添付書類は、
監査報告を作成するに際し、会計監査人及び監査等委員会が監査をした対象の一部であります。
　①新株予約権等に関する事項　②業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
　③連結株主資本等変動計算書　④連結注記表　⑤株主資本等変動計算書　⑥個別注記表

３．株主総会参考書類並びに事業報告、連結計算書類及び計算書類に修正をすべき事情が生じた場合は、インターネット上の
当社ウェブサイト（http://www.sakaiovex.co.jp/）において、修正後の事項を掲載させていただきます。

－ 1 －

株主各位



株主総会参考書類

議案及び参考事項
第１号議案　剰余金配当の件

当期の期末配当につきましては、当期の業績、今後の事業展開及び企業基盤の長期的安定を図
るための内部留保等を総合的に勘案し、以下のとおりといたしたいと存じます。

１．配当財産の種類
金銭

２．配当財産の割当てに関する事項及びその総額
当社普通株式１株につき　金65円
配当総額　399,448,075円

３．剰余金の配当が効力を生じる日
令和２年６月29日
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第２号議案　取締役（監査等委員である取締役を除く。）８名選任の件
取締役（監査等委員である取締役を除く。以下、本議案において同じ。）全員（９名）は、

本総会終結の時をもって任期満了となります。
　つきましては、取締役８名の選任をお願いいたしたいと存じます。
取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番　号 氏　　　　名 会社における地位 担当及び重要な兼職の状況

１ ま つ

松
 

　
き

木
 

　
し ん

伸
た

太
ろ う

郎 再任 代表取締役社長

２ つ ち

土
だ

田
ま さ

雅
よ し

幹 再任 専務取締役 染色加工事業部門長　テキスタイル営業部門長

３ つ か

塚
も と

本
ひ ろ

博
み

巳 再任 常務取締役 管理部門長

４ に し

西
も と

本
 

　
まさる

賢 再任 常務取締役 テキスタイル営業副部門長　東京営業所長
イタバシニット株式会社代表取締役社長

５ ほ ん

本
だ

夛
け ん

健
い ち

一 再任 取締役 合繊工場長

６ か く

角
の

野
か ず

和
お

夫 再任 取締役 染色営業部長　大阪営業所長

７ ま つ

松
き

木
 

　
じゅん

純 新任 上席理事 花堂工場長

８ ひ ら

衡
た

田
ま さ

正
ゆ き

行
新任

社外 ― トーレ・テキスタイルズ・セントラル・ヨーロッパ社社長

－ 3 －

取締役選任議案



候補者
番 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ） 略 歴 、 地 位 、 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況 所 有 す る 当

社 の 株 式 数

１

まつ
松 　

き
木 　

しん
伸

た
太

ろう
郎

(昭和20年11月20日生)

再任

昭和43年 ４月 当社入社

33,600株
平成16年 ６月 当社取締役
平成17年 ６月 当社常務取締役
平成18年 ６月 当社専務取締役
平成19年 ４月 当社代表取締役社長(現任)

【取締役候補者とした理由】
松木伸太郎氏は、染色加工事業部門、管理部門の要職を歴任し、平成19年４月から代表取締役社
長を務めています。繊維業界の豊富な経験と実績を有することに加え、当社グループに対する深
い知識と理解に基づき、当社グループの経営全体を牽引することができると判断し、引き続き取
締役としての選任をお願いするものであります。

２

つち
土

だ
田

まさ
雅

よし
幹

(昭和22年3月26日生)

再任

昭和44年 ４ 月 当社入社

16,816株

平成 ９ 年 ６ 月 当社取締役
平成15年 ５ 月 フクイ殖産株式会社代表取締役
平成15年 ６ 月 当社取締役退任

当社理事
平成21年 ６ 月 当社取締役
平成24年10月 当社常務取締役
平成27年 ６ 月 当社専務取締役(現任)
［現　染色加工事業部門長　テキスタイル営業部門長］

【取締役候補者とした理由】
土田雅幹氏は、営業部門、染色加工事業部門の要職を歴任し、平成27年６月から専務取締役を務
め、当社グループの経営の中核を担っています。繊維業界の豊富な業務経験と幅広い見識に基づ
き、当社グループの経営全体に貢献することができると判断し、引き続き取締役としての選任を
お願いするものであります。
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候補者
番 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ） 略 歴 、 地 位 、 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況 所 有 す る 当

社 の 株 式 数

３

つか
塚

もと
本

ひろ
博

み
巳

(昭和36年10月8日生)

再任

平成16年 ４ 月 当社入社

5,800株

平成20年 ５ 月 当社総務部長
平成21年 ６ 月 当社理事
平成24年10月 当社上席理事
平成25年 ６ 月 当社取締役
平成31年 ２ 月 当社常務取締役(現任)
［現　管理部門長］

【取締役候補者とした理由】
塚本博巳氏は、管理部門の要職を歴任し、平成31年２月から常務取締役として、当社グループの
発展に寄与しております。管理分野の豊富な業務経験と幅広い見識に基づき、当社グループの経
営全体に貢献することができると判断し、引き続き取締役としての選任をお願いするものであり
ます。

４

にし
西

もと
本

 
　

まさる
賢

(昭和36年8月20日生)

再任

昭和61年 ４ 月 当社入社

7,500株

平成13年 ６ 月 当社総務部長
平成17年 １ 月 当社テキスタイル販売部長兼産業資材販

売部長
平成18年12月 当社東京営業所長
平成21年 ６ 月 当社理事
平成24年10月 当社上席理事
平成25年 ６ 月 当社取締役
令和 元 年12月 当社常務取締役(現任)
［現　テキスタイル営業副部門長　東京営業所長］

【取締役候補者とした理由】
西本賢氏は、管理部門、営業部門（テキスタイル）の要職を歴任し、令和元年12月から常務取締
役として、当社グループの発展に寄与しております。繊維業界及び管理分野の豊富な業務経験と
幅広い見識に基づき、当社グループの経営全体に貢献することができると判断し、引き続き取締
役としての選任をお願いするものであります。

－ 5 －

取締役選任議案



候補者
番 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ） 略 歴 、 地 位 、 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況 所 有 す る 当

社 の 株 式 数

５

ほん
本

だ
夛

けん
健

いち
一

(昭和45年2月1日生)

再任

平成 ６ 年 ４ 月 当社入社

3,900株

平成21年 １ 月 当社合繊工場長
平成21年 ６ 月 当社参与
平成22年 ９ 月 当社染色統括部長兼品質保証室長
平成24年10月 当社理事
平成25年 ５ 月 当社染色加工事業部門長代理兼染色統括

室長兼品質保証室長
平成25年 ６ 月 当社上席理事
平成27年 ６ 月 当社取締役(現任)
［現　合繊工場長］

【取締役候補者とした理由】
本夛健一氏は、染色加工事業部門の要職を歴任し、平成27年６月から取締役として、当社グルー
プの発展に寄与しております。生産工場での豊富な業務経験と幅広い見識に基づき、当社グルー
プの経営全体に貢献することができると判断し、引き続き取締役としての選任をお願いするもの
であります。

６

かく
角

の
野

かず
和

お
夫

(昭和45年8月3日生)

再任

平成 ６ 年 ４ 月 当社入社

3,700株
平成25年 １ 月 当社二日市工場長
平成26年 ６ 月 当社理事
平成27年 ６ 月 当社取締役(現任)
［現　染色営業部長　大阪営業所長］

【取締役候補者とした理由】
角野和夫氏は、染色加工事業部門、営業部門（染色）の要職を歴任し、平成27年６月から取締役
として、当社グループの発展に寄与しております。生産と営業の豊富な業務経験と幅広い見識に
基づき、当社グループの経営全体に貢献することができると判断し、引き続き取締役としての選
任をお願いするものであります。

－ 6 －

取締役選任議案
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候補者
番 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ） 略 歴 、 地 位 、 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況 所 有 す る 当

社 の 株 式 数

７

まつ
松

き
木

 
　

じゅん
純

(昭和49年7月28日生)

新任

平成 ９ 年 ４ 月 当社入社

2,700株

平成25年 ５ 月 当社花堂工場長代理
平成29年 １ 月 当社花堂工場長（現任）
平成30年 ６ 月 当社理事
令和 元 年 ６ 月 当社上席理事(現任)
［現　花堂工場長］

【取締役候補者とした理由】
松木純氏は、長年にわたり生産部門に携わり、豊富な経験と高度な知識を備えており、取締役と
しての職務を適切に遂行することができるものと判断し、新たに取締役としての選任をお願いす
るものであります。

８

ひら
衡

た
田

まさ
正

ゆき
行

(昭和37年1月16日生)

新任

社外

昭和59年 ４ 月 東レ株式会社入社

0株

平成19年 ６ 月 同社繊維加工技術部商品開拓室長
平成23年 ６ 月 東レ・テキスタイル株式会社取締役
平成25年 ６ 月 東レ株式会社繊維加工技術部長兼技術

センター企画室主幹
平成28年11月 トーレ・テキスタイルズ・セントラル・

ヨーロッパ社社長（現任）

【社外取締役候補者とした理由】
衡田正行氏は、東レ株式会社及びそのグループ会社における豊富な経験と見識を基に当社の経営
への適切な監督・助言を行えるものと判断し、新たに社外取締役としての選任をお願いするもの
であります。

（注）１．各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
２．衡田正行氏は、社外取締役候補者であります。
３．衡田正行氏は、当社の特定関係事業者である東レ株式会社の業務執行者で、同社は当社の主要な取引先であ

ります。

－ 7 －
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第３号議案　監査等委員である取締役４名選任の件
監査等委員である取締役全員（３名）は、本総会終結の時をもって任期満了となります。
つきましては、監査体制の強化・充実を図るために1名を増員し、監査等委員である取締役4名

の選任をお願いいたしたいと存じます。
なお、本議案に関しましては、監査等委員会の同意を得ております。
監査等委員である取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番　号 氏　　　　名 会社における地位 重要な兼職の状況

１ こ

小
い で

出
 

　
まこと

誠 新任 内部監査室長

２ い け

池
だ

田
い さ

功
お

夫
再任

社外
社外取締役[監査等委員]

３ か わ

河
む ら

村
し ん

伸
や

哉
再任

社外
社外取締役[監査等委員] ＤＢＪアセットマネジメント株式会社

常勤監査役

４ た か

髙
し ま

島
ゆ う

悠
き

輝
新任

社外
－ 髙島公認会計士事務所所長

株式会社幸池商店社外監査役
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候補者
番 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ） 略 歴 、 地 位 、 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況 所 有 す る 当

社 の 株 式 数

１

こ
小

いで
出

 
　

まこと
誠

(昭和26年5月2日生)

新任

平成18年 ６月 当社入社

8,400株

平成19年 ４月 当社経理部長代理
平成20年 １月 当社販売管理室長
平成20年 11月 当社経理部長
平成23年 ６月 当社理事
平成25年 ６月 当社上席理事
平成28年 ５月 当社内部監査室長（現任)

【監査等委員である取締役候補者とした理由】
小出誠氏は、長年にわたり経理部門に携わり、豊富な経験と高度な知識を備えており、監査等委
員である取締役としての職務を適切に遂行することができるものと判断し、選任をお願いするも
のであります。

２

いけ
池

だ
田

いさ
功

お
夫

(昭和20年7月16日生)

再任

社外

平成 ３ 年 11月 福井大学工学部助教授

0株

平成 ９ 年 10月 同大学工学部教授
平成23年 ４月 同大学名誉教授(現任)
平成23年 11月 同大学特命教授
平成24年 ６月 当社社外監査役
平成25年 ４月 同大学客員教授
平成28年 ６月 当社社外取締役[監査等委員]（現任）

【監査等委員である社外取締役候補者とした理由】
池田功夫氏は、大学教授として技術研究に長年携わり、当社の事業分野における高い見識を有し
ており、監査等委員である社外取締役としての職務を適切に遂行できるものと判断し、選任をお
願いするものであります。
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候補者
番 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ） 略 歴 、 地 位 、 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況 所 有 す る 当

社 の 株 式 数

３

かわ
河

むら
村

しん
伸

や
哉

(昭和32年10月2日生)

再任

社外

昭和57年 ４月 日本開発銀行（現株式会社日本政策投資
銀行）入行

0株

平成16年 ３月 同行秘書室次長
平成18年 ４月 同行設備投資研究所次長
平成19年 ４月 交通エコロジー・モビリティ財団理事
平成21年 ４月 株式会社トマト銀行経営企画部部付部長
平成25年 ６月 同社執行役員地域成長戦略応援部長
平成27年 ６月 同社執行役員コンサルティング営業部長
平成29年 ６月 株式会社日本経済研究所非常勤監査役
平成29年 ９月 協和株式会社常勤監査役
平成30年 ６月 当社社外取締役[監査等委員](現任)
令和 元 年 ６月 ＤＢＪアセットマネジメント株式会社常

勤監査役（現任）

【監査等委員である社外取締役候補者とした理由】
河村伸哉氏は、金融機関出身で幅広い財務知識を有するとともに、事業法人でも業務執行者及び
監査役として豊富な経験を有し、監査等委員である社外取締役としての職務を適切に遂行できる
ものと判断し、選任をお願いするものであります。

４

たか
髙

しま
島

ゆう
悠

き
輝

(昭和61年12月25日生)
新任

社外

平成21年 ４月 新日本有限責任監査法人（現EY新日本有
限責任監査法人）入所

0株
平成28年 ８月 税理士法人日本綜研入所
令和 元 年 ８月 髙島公認会計士事務所開設(現任)
令和 ２ 年 ４月 株式会社幸池商店社外監査役(現任)

【監査等委員である社外取締役候補者とした理由】
髙島悠輝氏は、監査法人及び税理士法人出身で幅広い会計・財務知識を有しており、監査等委員
である社外取締役としての職務を適切に遂行できるものと判断し、選任をお願いするものであり
ます。

（注）１．各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
２．池田功夫氏、河村伸哉氏及び髙島悠輝氏は、社外取締役候補者であります。
３．池田功夫氏及び河村伸哉氏は、現在、当社の監査等委員である社外取締役でありますが、それぞれの

在任期間は、本総会終結の時をもって池田功夫氏が4年、河村伸哉氏が2年となります。
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４．当社は、池田功夫氏及び河村伸哉氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出ておりま
す。両氏の再任が承認された場合には、引き続き独立役員とする予定であります。また、髙島悠輝氏
は、東京証券取引所の定めに基づく独立役員の要件を満たしており、同氏の選任が承認された場合に
は、独立役員として指定する予定であります。

５．当社は、現在、池田功夫氏及び河村伸哉氏との間で、法令に定める最低責任限度額を限度とする責任
限定契約を締結しております。池田功夫氏及び河村伸哉氏の再任が承認された場合は、両氏との当該
契約を継続する予定であります。また、髙島悠輝氏の選任が承認された場合は、同内容の責任限定契
約を締結する予定であります。
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第４号議案　補欠の監査等委員である取締役２名選任の件
平成30年６月22日開催の第125回定時株主総会において補欠の監査等委員である取締役に選

任されました小出誠氏及び前波裕司氏の選任の効力は、本総会開始の時までとされておりますの
で、法令に定める監査等委員である取締役の員数を欠くことになる場合に備え、補欠の監査等委
員である取締役２名の選任をお願いいたしたいと存じます。

なお、本議案に関しましては、監査等委員会の同意を得ております。
補欠の監査等委員である取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ） 略 歴 、 地 位 、 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況 所 有 す る 当

社 の 株 式 数

１

せ
瀬

た
田

とし
敏

ゆき
行

(昭和42年8月8日生)

平成 ９ 年 10月 当社入社
0株平成22年 ４月 当社経理部長代理

平成28年 ５月 当社経理部長（現任）

【補欠の監査等委員である取締役候補者とした理由】
瀬田敏行氏は、長年にわたり経理部門に携わり、豊富な経験と高度な知識を備えており、監査等
委員である取締役としての職務を適切に遂行することができるものと判断し、補欠の監査等委員
である取締役としての選任をお願いするものであります。

２

まえ
前

ば
波

ゆう
裕

じ
司

(昭和42年12月28日生)

社外

平成13年 10月 弁護士登録

0株
平成13年 10月 前波法律事務所入所
平成25年 ４月 前波法律事務所長(現任)
平成28年 ４月 福井弁護士会副会長
平成30年 ４月 福井弁護士会会長

【補欠の監査等委員である社外取締役候補者とした理由】
前波裕司氏は、弁護士として法的な専門知識と経験を有し、客観的な立場から経営を監査し、か
つその専門知識を監査に反映することで監査等委員である社外取締役としての職務を適切に遂行
することができるものと判断し、補欠の監査等委員である社外取締役としての選任をお願いする
ものであります。

（注）１．各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
２．瀬田敏行氏は、監査等委員である取締役（社外取締役を除く。）の補欠の候補者であります。
３．前波裕司氏は、監査等委員である社外取締役の補欠の候補者であります。
４．前波裕司氏が、監査等委員である社外取締役に就任される場合には、当社は同氏との間で、法令に定める最

低責任限度額を限度とする責任限定契約を締結する予定であります。

以上
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（添付書類）
事　 業　 報　 告

（平成31年 4月 1 日から
令和 2 年 3月31日まで）

１．企業集団の現況に関する事項
(1) 事業の経過及び成果

当連結会計年度における我が国経済は､企業業績や雇用・所得環境の改善にともない緩やか
な回復基調にありましたが、米中貿易摩擦に加え、期末にかけての新型コロナウイルスの感
染拡大により、景気の先行きは停滞感が増しております。

このような経営環境の中、当社グループの業況は、主力の染色加工事業が減収となったも
のの、繊維販売事業、制御機器事業が増収となったことから、グループ全体では増収となり
ました。利益面では、原材料費等の高騰は続いているものの、製造原価の低減に取り組んだ
結果、営業利益は増益となり、経常利益は持分法による投資利益が減少したことにより減益、
また親会社株主に帰属する当期純利益は、負ののれん発生益の計上により増益となりました。

当連結会計年度の業績は、売上高は275億6千1百万円と前連結会計年度比2億9千6百万円
（1.1%）の増収となり、営業利益は21億2千3百万円と前連結会計年度比9千9百万円
（4.9%）の増益、経常利益は30億1千3百万円と前連結会計年度比9千7百万円（△3.1%）
の減益、親会社株主に帰属する当期純利益は23億1千3百万円と前連結会計年度比8千5百万
円（3.8%）の増益となりました。

なお、当連結会計年度の配当金につきましては、当期の業績及び今後の事業展開等を勘案
し、1株あたり65円とさせていただきます。

事業のセグメント別概況は次のとおりです。

（染色加工事業）
染色加工事業は、客先連携の強化により新規素材の開発や量産化に注力するとともに、品

質管理や納期管理の徹底を通じ、顧客満足度の向上に努めました。用途別では、スポーツ用
途、自動車関連資材用途は堅調だったものの、主力のユニフォーム用途や海外向け婦人衣料
用途は低調に推移しました。利益面では、原材料価格の高止まりや物流費用の高騰は継続し
ているものの、工場間連携の追求による稼働の効率化や調達資材の多様化、省エネ・リサイ
クル活動などの製造原価低減活動等に取り組んだことにより増益となりました。

当事業の売上高は122億2千万円と前連結会計年度比8千8百万円（△0.7%）の減収とな
り、営業利益は9億2千4百万円と前連結会計年度比5千4百万円（6.3%）の増益となりまし
た。
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（繊維販売事業）
テキスタイル事業は、ユニフォーム用途での市場浸透を目指して、提案型営業の推進や素

材開発から販売までの一貫した生販体制の構築を進めるとともに、婦人衣料用途や縫製品事
業の新たな販路開拓に取り組みました。用途別には、主力のユニフォーム用途は堅調でした
が、海外向け婦人衣料用途は低調な結果となりました。アパレル事業は、主力の量販店向け
OEM事業が厳しい状況下、ＯＤＭ事業や新規チャネルの開拓に努めるなど、収益構造の抜本
的な見直しに取り組みました。また、継続的な新商材提案による販路の拡大や素材調達の品
位向上に専念するなど安定的な生産体制の構築に努めました。その他、両事業の連携強化に
よる効率的な販促活動や縫製品事業の一貫生産の高度化に積極的に取り組みました。酒伊貿
易(上海)有限公司は、アパレル事業との連携を更に進め、商流開拓や原材料の調達等に取り
組みました。

当事業の売上高は89億3千3百万円と前連結会計年度比3億9千万円（4.6%）の増収とな
り、営業利益は4億5千9百万円と前連結会計年度比1千6百万円（3.8%）の増益となりまし
た。

（制御機器事業）
主力の制御装置関連は、ＦＡ自動制御装置は、国内の鉄鋼、化学プラントの設備投資が旺

盛であったことや高速道路などの社会インフラ関連の装置案件が好調であったことなどから
堅調に推移しましたが、自動車プレス制御装置は受注が減少し、低調な結果となりました。
電力工事関連は、電力システム改革関連設備や老朽化設備の更新案件が堅調でした。情報シ
ステム関連は、老朽化システムの更新やオープン化対応案件を中心に、生産工程管理システ
ム、業務系管理システムともに堅調に推移しました。

当事業の売上高は28億2百万円と前連結会計年度比4億3千7百万円（18.5％）の増収とな
り、営業利益は4億6千3百万円と前連結会計年度比9千2百万円（25.1％）の増益となりまし
た。

（その他の事業）
織布事業は、海外向け織物用糸加工、高密度織物が堅調に推移しました。水産資材事業は、

沖縄県での販売活動に取り組むとともに、新たな用途展開を目指した商品開発に注力しまし
た。建設不動産事業は、民間物件の改修工事や一般住宅物件の受注獲得に努めました。複合
部材事業は、主力のモータースポーツ用途やスポーツ・レジャー用途の欧州、アジア地区で
の販売に注力するとともに、航空・宇宙用途や一般産業機械用途向けなど新たな用途展開に
取り組みました。縫製事業は、高付加価値商品での営業活動に注力し、主力のアパレル向け
商品の受注拡大を目指す一方、企画提案機能の強化によって商品訴求力の向上をはかり、新
たな販路の開拓に取り組みました。ヘルスケア事業は、関東圏での既存客先への拡販に注力
したほか、関西圏での販路拡大を企図して大阪営業所を開設しました。
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上記以外の事業も含めたその他の事業全体での売上高は36億5百万円と前連結会計年度比
4億4千3百万円（△10.9%）の減収となり、営業利益は2億9千8百万円と前連結会計年度比
2千9百万円（△8.9%）の減益となりました。

事 業 区 分 売　上　高 前 連 結 会 計 年 度 比金　　額 構 成 比
染 色 加 工 事 業 12,220百万円 44.3％ △0.7％
繊 維 販 売 事 業 8,933 32.4 4.6
制 御 機 器 事 業 2,802 10.2 18.5
そ の 他 の 事 業 3,605 13.1 △10.9

(2) 対処すべき課題
今後の国内経済につきましては、米中間の貿易摩擦や新型コロナウイルスの感染拡大等が

国内外の経済に与える影響が懸念されており、先行きは予断を許さない不透明な状況にあり
ます。また、原材料価格や物流コストの慢性的な上昇は継続しており、当社グループを取り
巻く環境は、更に厳しさを増すことが予想されます。

このような厳しい経営環境の中で、当社は持続的な成長を図るため、優位性を最大限に発
揮できる領域の拡大と強みを活用できる成長事業の創出を更に進め、企業競争力の強化に取
り組むとともに、中長期的な視点でのモノづくり力を高めるため、高品質でコスト競争力を
もった生産販売体制の構築に注力いたします。更に、基幹システムの刷新による業務の効率
化、管理部門の精鋭化、スリム化による人員構成の適正化に取り組み、収益力の抜本的な改
善に取り組んでまいります。

また、事業展開を推進する中核人材の育成や多能な人材が活躍できる風土の醸成を行うほ
か、設備投資、Ｍ＆Ａなどの事業投資にも注力し、成長戦略を着実に推進してまいります。

その他、環境や安全は、企業の重要な責務であると認識し万全の対応策を講じるとともに、
事業の成長を支え促進する仕組みの構築やコーポレートガバナンス機能の強化による意思決
定のスピード化を図るなど、監査等委員会設置会社での監督機能を充分に活かした経営を推
進してまいります。

以上の取り組みを実践し、さらなる事業革新を進めることで、環境変化に柔軟に対応でき
る経営基盤の確立に努めるとともに、競争力のある企業体質を構築し、企業価値の一層の向
上に取り組んでまいります。
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(3) 設備投資の状況
当連結会計年度中において実施した企業集団の設備投資の総額は、6億6千2百万円で、そ

の主なものは次のとおりであります。

当連結会計年度中に完成した主要設備
染色加工事業部門 当社二日市工場 製品倉庫の新築
染色加工事業部門 当社花堂工場 製品出荷場の新築
染色加工事業部門 株式会社サカイナゴヤ 染色工程設備の更新
その他の部門 本社 土地の取得

(4) 資金調達の状況
該当事項はありません。

(5) 事業の譲渡、吸収分割または新設分割の状況
該当事項はありません。

(6) 他の会社の事業の譲受けの状況
該当事項はありません。

(7) 吸収合併または吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況
該当事項はありません。

(8) 他の会社の株式その他の持分または新株予約権等の取得または処分の状況
当社は、令和元年11月19日付で攝津電機工業株式会社の全株式を取得し、同社を完全子会

社といたしました。

－ 16 －
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(9) 直前３事業年度の財産及び損益の状況
① 企業集団の財産及び損益の状況

区 分 第124期
(平成29年3月期)

第125期
(平成30年3月期)

第126期
(平成31年3月期)

第127期
(当連結会計年度)
(令和2年3月期)

売 上 高 (百万円) 25,371 25,816 27,265 27,561
経 常 利 益 (百万円) 2,403 3,195 3,110 3,013
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 (百万円) 2,124 2,234 2,227 2,313

1株当たり当期純利益 (円) 336.58 358.44 357.55 375.96
総 資 産 (百万円) 26,713 29,707 30,670 32,159
純 資 産 (百万円) 16,594 18,776 20,282 21,493

（注）１．１株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式総数（自己株式を除く）に基づき算出しております。
２．「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」(企業会計基準第28号　平成30年2月16日)等を第126期の

期首から適用しており、第125期の総資産の金額については、当該会計基準等を遡って適用した後の金額と
なっております。

② 当社の財産及び損益の状況

区 分 第124期
(平成29年3月期)

第125期
(平成30年3月期)

第126期
(平成31年3月期)

第127期
(当事業年度)
(令和2年3月期)

売 上 高 (百万円) 18,856 19,796 19,235 18,880
経 常 利 益 (百万円) 1,707 2,330 2,376 2,404
当 期 純 利 益 (百万円) 1,612 1,659 1,732 1,566
１株当たり当期純利益 (円) 255.36 266.13 278.14 254.62
総 資 産 (百万円) 21,287 22,779 23,577 24,152
純 資 産 (百万円) 13,204 14,583 15,855 16,725

（注）１．１株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式総数（自己株式を除く）に基づき算出しております。
２．「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」(企業会計基準第28号　平成30年2月16日)等を第126期の

期首から適用しており、第125期の総資産の金額については、当該会計基準等を遡って適用した後の金額と
なっております。
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(10) 重要な親会社及び子会社の状況
① 親会社との関係

該当事項はありません。

② 重要な子会社の状況
会社名 資本金 当社の出資比率 主要な事業内容

株 式 会 社 サ カ イ ナ ゴ ヤ 270百万円 100.0％ 各種織・編物の染色整理、ボンディン
グ加工

株 式 会 社 サ カ イ エ ル コ ム 50 100.0 各種制御機器関連の設計、製作及びソ
フトウェアの開発、保守

イ タ バ シ ニ ッ ト 株 式 会 社 48 100.0 各種縫製品等の企画製造及び販売

サ カ イ 建 設 不 動 産 株 式 会 社 50 100.0 建築、土木等の設計、請負、不動産の
売買及び斡旋

攝 津 電 機 工 業 株 式 会 社 40 100.0 制御盤、配電盤の設計製作及び施工

マルイテキスタイル株式会社 10 100.0 各種織物、仮撚糸の製造、販売

株 式 会 社 安 井 10 90.0 繊維製品の製造加工販売

（注）１．令和元年11月19日付で攝津電機工業株式会社の全株式を取得し、同社を完全子会社といたしました。これ
により、当社の連結子会社は16社となりました。

２．当社の連結子会社16社以外に、下記の持分法適用関連会社が１社あります。
会社名 資本金 当社の出資比率 主要な事業内容

東麗酒伊織染(南通)有限公司
（中国） 1,442 百万

人民元 15.1％ 合成繊維織物の織布、編立、染色加工
及び販売

－ 18 －
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(11) 主要な事業内容（令和2年3月31日現在）
区 分 主 要 な 事 業 内 容

染 色 加 工 事 業 各種織・編物の染色整理並びにその他の加工、包装、梱包、出荷事業

繊 維 販 売 事 業 各種繊維製品の製造、販売

制 御 機 器 事 業 各種制御機器関連の設計、製作、販売

そ の 他 の 事 業

各種織・編物、各種糸の仮撚糸の製造、販売
各種縫製品等の企画製造及び販売
炭素繊維関連複合部材の製造、販売
魚礁等の水産資材等の製造、販売
各種医療関連製品の企画、販売
建築、土木等の設計、請負、不動産の売買及び斡旋

(12) 主要な営業所及び工場（令和2年3月31日現在）

当 社

本 社 本店（福井市）
営 業 拠 点 東京営業所、大阪営業所、沖縄営業所

生 産 拠 点 花堂工場、合繊工場、二日市工場（いずれも福井市）、
朝日事業所（福井県丹生郡）

研 究 開 発 拠 点 テクニカルセンター（福井市）

子 会 社

株 式 会 社 サ カ イ ナ ゴ ヤ 本社・工場（愛知県稲沢市）、東京営業所、大阪営業所
株 式 会 社 サ カ イ エ ル コ ム 本社・工場（福井市）、東京営業所
イ タ バ シ ニ ッ ト 株 式 会 社 本社（東京都渋谷区）、工場（宮城県気仙沼市）
サカイ建設不動産株式会社 本社（福井市）

攝 津 電 機 工 業 株 式 会 社 本社・工場（大阪府箕面市）、工場（兵庫県川西市）、
大阪支店、神戸支店

マルイテキスタイル株式会社 本社・工場（福井県鯖江市）
株 式 会 社 安 井 本社（東京都中央区）

－ 19 －
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(13) 使用人の状況（令和2年3月31日現在）
① 企業集団の使用人の状況

使 用 人 数 前 連 結 会 計 年 度 末 比 増 減
1,068名 25名増

（注）使用人数は就業人員数（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出向
者を含む。）であります。また、臨時・嘱託の従業員は含んでおりません。

② 当社の使用人の状況
使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

492名 14名減 37歳8ヶ月 16年5ヶ月

（注）使用人数は就業人員数（当社から当社外への出向者を除き、当社外から当社への出向者を含む。）であります。
また、臨時・嘱託の従業員は含んでおりません。

(14) 主要な借入先の状況（令和2年3月31日現在）
借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 福 井 銀 行 414百万円
株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 277
株 式 会 社 日 本 政 策 投 資 銀 行 216

(15) その他企業集団の現況に関する重要な事項
該当事項はありません。
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２．株式に関する事項（令和2年3月31日現在）
(1) 発行可能株式総数 22,400,000株
(2) 発行済株式の総数 6,436,258株（内自己株式290,903株）
(3) 株主数 4,010名（前事業年度末比35名増）
(4) 大株主（上位10名）

株　　　　　　主　　　　　　名 持 株 数 持 株 比 率
東 レ 株 式 会 社 464千株 7.56％
平 成 会 456 7.43
日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 274 4.46
STATE  STREET  BANK AND TRUST  CL IENT
OMNIBUS ACCOUNT OM02 505002 238 3.87
BBH FOR FIDELITY PURITAN TR :FIDELITY SR
I N T R I N S I C  O P P O R T U N I T I E S  F U N D 180 2.93

サ カ イ オ ー ベ ッ ク ス 従 業 員 持 株 会 175 2.86
日本トラスティ･サービス信託銀行株式会社（信託口） 166 2.70
株 式 会 社 福 井 銀 行 165 2.69
明 治 安 田 生 命 保 険 相 互 会 社 164 2.68
DFA INTL  SMALL  CAP  VALUE PORTFOL IO 146 2.38

（注）１．当社は、自己株式290,903株を保有していますが、上記大株主からは除いております。
２．株数は、千株未満を切り捨てて表示しております。
３．持株比率は、自己株式290,903株を控除して計算し、小数第3位を四捨五入して表示しております。
４．平成会は、取引先企業を対象とした持株会であります。
５．大和証券投資信託委託株式会社から、平成31年4月19日付で提出された大量保有報告書（変更報告書）によ

り、同社、ダイワ・アセット・マネジメント(シンガポール)リミテッド及び大和証券株式会社の３社で、
259,100株(持株比率4.22%)の当社株式を所有している旨の報告がありましたが、当社として当事業年度末
現在における実質所有株式数の確認ができないため、上表には含めておりません。

６．三井住友信託銀行株式会社から、平成30年10月22日付で提出された大量保有報告書（変更報告書）により、
同社、三井住友トラスト・アセットマネジメント株式会社及び日興アセットマネジメント株式会社の3社で、
310,600株(持株比率5.05%)の当社株式を所有している旨の報告がありましたが、当社として当事業年度末
現在における実質所有株式数の確認ができないため、上表には含めておりません。

７．フィデリティ投信株式会社から、平成31年3月25日付で提出された大量保有報告書（変更報告書）により、
エフエムアール エルエルシー（FMR LLC）が、400,000株(持株比率6.51%)の当社株式を所有している旨
の報告がありましたが、当社として当事業年度末現在における実質所有株式数の確認ができないため、上表
には含めておりません。

－ 21 －
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(5) その他株式に関する重要な事項
当社は、平成31年3月27日開催の取締役会決議により、以下のとおり自己株式を取得いたしました。

取得した株式の種類及び数　　　普通株式　100,000株
取得価額の総額　　　　　　　　167,180,400円
取得した期間　　　　　　　　　平成31年4月1日から令和元年5月22日

－ 22 －
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３．会社役員に関する事項
(1) 取締役の状況（令和2年3月31日現在）

地　位 氏　名 担当及び重要な兼職の状況

代 表 取 締 役 社 長 松 　 木 　 伸 太 郎

代 表 取 締 役 専 務 北 嶋 和 明 資材事業部門長

専 務 取 締 役 土 田 雅 幹 染色加工事業部門長　テキスタイル営業部門長

常 務 取 締 役 塚 本 博 巳 管理部門長

常 務 取 締 役 西 本 　 賢 テキスタイル営業副部門長　東京営業所長
イタバシニット株式会社代表取締役社長

取 締 役 尾 崎 郁 夫 アパレル販売部長

取 締 役 本 夛 健 一 合繊工場長

取 締 役 角 野 和 夫 染色営業部長　大阪営業所長

取 締 役 高 橋 利 幸 東レ株式会社生産本部(高次加工技術・生産)担当補佐
繊維加工技術部長　技術センター企画室主幹

取 締 役
(常 勤 監 査 等 委 員) 多 田 達 夫

取 締 役
( 監 査 等 委 員 ) 池 田 功 夫

取 締 役
( 監 査 等 委 員 ) 河 村 伸 哉 ＤＢＪアセットマネジメント株式会社常勤監査役

（注）１．高橋利幸氏、池田功夫氏及び河村伸哉氏は、会社法第2条第15号に定める社外取締役であります。なお、当
社は、池田功夫氏及び河村伸哉氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け
出ております。

２．情報収集の充実を図り、内部監査部門等との十分な連携を通じて、監査の実効性を高め、監査・監督機能を
強化するために多田達夫氏を常勤の監査等委員として選定しております。

３．高橋利幸氏は、令和元年6月21日開催の第126回定時株主総会において、新たに取締役に選任され、就任い
たしました。

－ 23 －
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４．当事業年度中における取締役の地位、担当及び重要な兼職の異動は次のとおりであります。
氏　名 異動年月日 異　動　後 異　動　前

竹 林 久 一 令和元年5月22日
取締役
技術部門長
資材事業副部門長
株式会社サカイエルコム相談役

取締役
技術部門長
資材事業副部門長
株式会社サカイエルコム代表取締役社長

本 夛 健 一 令和元年5月30日 取締役
合繊工場長

取締役
二日市工場長

西 本 　 賢 令和元年12月1日
常務取締役
テキスタイル営業副部門長
東京営業所長
イタバシニット株式会社代表取締役社長

取締役
テキスタイル営業副部門長
東京営業所長
イタバシニット株式会社代表取締役社長

５．当事業年度中に退任した取締役は次のとおりであります。

氏　名 退任年月日 退任事由 退任時の地位、担当及び重要な兼職の状況

竹 林 久 一 令和元年6月21日 任期満了
取締役
技術部門長　資材事業副部門長
株式会社サカイエルコム相談役

田 中 良 幸 令和元年6月21日 任期満了 社外取締役
東レ株式会社専任理事生産本部（繊維技術・生産）担当

(2) 責任限定契約の内容の概要
当社と取締役（業務執行取締役等であるものを除く。）とは、会社法第423条第１項の賠

償責任を限定する契約を締結することができる旨の規定を、定款第30条第2項に設けており、
これらの規定に基づき、法令に定める最低責任限度額を限度とする責任限定契約を、池田功
夫氏及び河村伸哉氏と締結しております。なお、高橋利幸氏とは、責任限定契約を締結して
おりません。

－ 24 －
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(3) 取締役の報酬等の総額

区　　分 報酬等の総額
（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円） 対象となる
役員の員数基本報酬 譲渡制限付

株式報酬
取締役（監査等委員及び

社外取締役を除く） 141 127 14 ９名

取締役（監査等委員）
(社外取締役を除く) 15 15 － １名

社外役員 8 8 － ２名

（注）１．取締役（監査等委員及び社外取締役を除く）の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与等は含まれて
おりません。なお、使用人兼務取締役（6名）の使用人分給与等は総額5千7百万円であります。

２．社外役員は、事業年度末日現在で3名であり、うち取締役(監査等委員を除く)１名は無報酬であります。
３．取締役の報酬限度額は、平成28年6月24日開催の第123回定時株主総会において、取締役（監査等委員を除

く）について年額2億4千万円以内（ただし、使用人分給与等は含まない。）、取締役（監査等委員）につい
て年額3千6百万円以内と決議いただいております。また内枠で、取締役(監査等委員を除く)について平成
30年6月22日開催の第125回定時株主総会において、譲渡制限付株式報酬の限度額を年額4千万円とする旨、
決議いただいております。

(4) 社外役員に関する事項
① 他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等の関係

イ．取締役高橋利幸氏は、東レ株式会社生産本部(高次加工技術・生産)担当補佐兼繊維加
工技術部長兼技術センター企画室主幹を兼務しております。なお、東レ株式会社は当社
の特定関係事業者であり、委託加工等の取引関係があります。

ロ．取締役(監査等委員)河村伸哉氏は、ＤＢＪアセットマネジメント株式会社の常勤監査
役であります。ＤＢＪアセットマネジメント株式会社と当社との間には特別な関係は
ありません。

② 当事業年度における主な活動状況
イ．取締役高橋利幸氏は、就任後開催された9回開催の取締役会に7回出席し、客観的な立

場から取締役会の意思決定の妥当性、適正性を確保するための発言を行っております。
ロ．取締役（監査等委員）池田功夫氏は、12回開催の取締役会の全て及び11回開催の監査

等委員会の全てに出席し、当社の事業分野における技術研究者としての経験及び見識
を活かした技術的かつ専門的な見地から、発言を行っております。

ハ．取締役（監査等委員）河村伸哉氏は、12回開催の取締役会の全て及び11回開催の監査
等委員会の全てに出席し、金融機関や事業法人の業務執行者、監査役としての他社で
の経験及び知見を活かした専門的な見地から、発言を行っております。
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４．会計監査人に関する事項
(1) 名称　EY新日本有限責任監査法人

(2) 報酬等の額
支 払 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 28百万円
当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 28

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査報
酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る報酬等の額にはこれ
らの合計額を記載しております。

２．監査等委員会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積りの算出根拠等が適
切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査人の報酬等の額について同意の判断をいた
しました。

３．支払額に消費税は含まれておりません。

(3) 会計監査人の解任または不再任の決定の方針
監査等委員会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断し

た場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任または不再任に関する議案の内容を決定い
たします。

また、会計監査人が会社法第340条第1項各号に定める項目に該当すると認められる場合
は、監査等委員全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。この場合、監査等委員
会が選定した監査等委員は、解任後最初に招集される株主総会において、会計監査人を解任
した旨及びその理由を報告いたします。

（注）本事業報告に記載の金額及び株数は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しています。
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連 結 貸 借 対 照 表
（令和2年3月31日現在）

（単位：千円）
科　　　　　目 金　　　額 科　　　　　目 金　　　額

（ 資 産 の 部 ）
流 動 資 産

現 金 及 び 預 金
受 取 手 形 及 び 売 掛 金
電 子 記 録 債 権
商 品 及 び 製 品
仕 掛 品
原 材 料 及 び 貯 蔵 品
未 収 入 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物
機 械 装 置 及 び 運 搬 具
土 地
リ ー ス 資 産
そ の 他

無 形 固 定 資 産
の れ ん
借 地 権 そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
出 資 金
退 職 給 付 に 係 る 資 産
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

32,159,935
17,328,749

7,260,026
4,601,978
2,004,206
1,404,401

762,330
597,071
339,424
375,084

△ 15,772
14,831,185
6,342,758
2,390,551

834,980
2,960,985

104,101
52,139

229,584
136,286
93,297

8,258,842
1,937,452
5,165,354

591,997
396,386
170,563
△ 2,911

（ 負 債 の 部 ） 10,665,935
流 動 負 債 8,282,761

支 払 手 形 及 び 買 掛 金 3,707,280
電 子 記 録 債 務 983,077
短 期 借 入 金 1,340,913
リ ー ス 債 務 49,502
未 払 法 人 税 等 679,335
未 払 費 用 394,231
賞 与 引 当 金 589,564
そ の 他 538,856

固 定 負 債 2,383,174
社 債 150,000
長 期 借 入 金 391,708
リ ー ス 債 務 78,270
退 職 給 付 に 係 る 負 債 919,726
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 18,900
環 境 対 策 引 当 金 81,466
長 期 未 払 金 66,698
長 期 預 り 保 証 金 47,528
資 産 除 去 債 務 117,193
繰 延 税 金 負 債 510,965
そ の 他 716

（ 純 資 産 の 部 ） 21,493,999
株 主 資 本 21,254,591
資 本 金 4,655,044
資 本 剰 余 金 1,262,790
利 益 剰 余 金 15,886,861
自 己 株 式 △ 550,105

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額 163,311
その他有価証券評価差額金 237,894
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 2,232
為 替 換 算 調 整 勘 定 25,016
退職給付に係る調整累計額 △ 101,832

新 株 予 約 権 57,201
非 支 配 株 主 持 分 18,896

資 産 合 計 32,159,935 負 債 ・ 純 資 産 合 計 32,159,935
（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しています。
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連 結 損 益 計 算 書
（ 自　平成31年 4 月 1 日

至　令和 2 年 3 月31日 ）
（単位：千円）

科 目 金 額
売 上 高 27,561,822
売 上 原 価 23,092,187

売 上 総 利 益 4,469,634
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 2,345,788

営 業 利 益 2,123,846
営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 55,138
持 分 法 に よ る 投 資 利 益 793,233
そ の 他 71,000 919,371

営 業 外 費 用
支 払 利 息 19,729
そ の 他 10,163 29,892
経 常 利 益 3,013,325

特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益 1,014
投 資 有 価 証 券 売 却 益 23,962
補 助 金 収 入 2,313
負 の の れ ん 発 生 益 412,254 439,544

特 別 損 失
固 定 資 産 除 却 損 1,193
投 資 有 価 証 券 評 価 損 19,338
環 境 対 策 引 当 金 繰 入 額 59,593 80,125

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 3,372,744
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 1,112,196
法 人 税 等 調 整 額 △ 57,828 1,054,368
当 期 純 利 益 2,318,375
非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 5,246
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 2,313,129

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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貸　借　対　照　表
（令和2年3月31日現在）

（単位：千円）
科　　　　　目 金　　　額 科　　　　　目 金　　　額

( 資 産 の 部 )
流 動 資 産

現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
電 子 記 録 債 権
売 掛 金
製 品
仕 掛 品
原 材 料 及 び 貯 蔵 品
前 払 費 用
未 収 入 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

建 物
構 築 物
機 械 及 び 装 置
車 両 及 び 運 搬 具
工 具 器 具 備 品
土 地
リ ー ス 資 産

無 形 固 定 資 産
借 地 権
ソ フ ト ウ エ ア
リ ー ス 資 産
そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
出 資 金
関 係 会 社 出 資 金
長 期 貸 付 金
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

24,152,961
10,694,327

5,078,748
296,446

1,322,722
1,922,052
1,225,249

179,882
374,179
28,687
57,603

224,554
△ 15,800

13,458,634
4,423,480
1,880,028

127,023
502,314

3,227
14,048

1,850,288
46,548
74,050
47,672
12,348
8,635
5,394

8,961,102
1,841,154
3,093,982

1,279
3,018,860

152,000
170,144
706,673

△ 22,991

( 負 債 の 部 ) 7,427,933
流 動 負 債 6,306,027

支 払 手 形 177,574
電 子 記 録 債 務 608,755
買 掛 金 1,258,084
短 期 借 入 金 1,018,600
リ ー ス 債 務 23,011
未 払 金 23,336
未 払 費 用 259,577
未 払 法 人 税 等 468,385
未 払 消 費 税 等 128,933
前 受 金 8,987
預 り 金 1,993,097
前 受 収 益 6,314
賞 与 引 当 金 328,033
そ の 他 3,336

固 定 負 債 1,121,906
長 期 借 入 金 236,850
リ ー ス 債 務 32,173
退 職 給 付 引 当 金 674,605
環 境 対 策 引 当 金 40,798
長 期 未 払 金 16,973
長 期 預 り 保 証 金 30,528
資 産 除 去 債 務 89,977
( 純 資 産 の 部 ) 16,725,027

株 主 資 本 16,442,746
資 本 金 4,655,044
資 本 剰 余 金 1,225,969

そ の 他 資 本 剰 余 金 1,225,969
利 益 剰 余 金 11,111,837

利 益 準 備 金 65,381
そ の 他 利 益 剰 余 金 11,046,456

繰 越 利 益 剰 余 金 11,046,456
自 己 株 式 △ 550,105

評 価 ・ 換 算 差 額 等 225,080
その他有価証券評価差額金 223,151
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 1,929

新 株 予 約 権 57,201
資 産 合 計 24,152,961 負 債 ・ 純 資 産 合 計 24,152,961

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しています。
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損　益　計　算　書
（ 自　平成31年 4 月 1 日

至　令和 2 年 3 月31日 ）
（単位：千円）

科 目 金 額
売 上 高 18,880,511
売 上 原 価 16,241,223

売 上 総 利 益 2,639,287
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,364,221

営 業 利 益 1,275,066
営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 1,094,842
そ の 他 59,649 1,154,492

営 業 外 費 用
支 払 利 息 20,663
そ の 他 4,569 25,232
経 常 利 益 2,404,326

特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益 270
投 資 有 価 証 券 売 却 益 23,962
補 助 金 収 入 2,313 26,546

特 別 損 失
固 定 資 産 除 却 損 13,625
投 資 有 価 証 券 評 価 損 18,509
環 境 対 策 引 当 金 繰 入 額 24,266 56,401

税 引 前 当 期 純 利 益 2,374,471
法 人 税 等 811,479
法 人 税 等 調 整 額 △ 3,565 807,913
当 期 純 利 益 1,566,557

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しています。
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連結計算書類に係る会計監査報告
独立監査人の監査報告書

令和２年５月19日
サカイオーベックス株式会社

取締役会　御中
　　　　　　　ＥＹ新日本有限責任監査法人

金 沢 事 務 所
指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 櫻 井 　 均 ㊞
指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 西 田 裕 志 ㊞

監査意見
　当監査法人は、会社法第４４４条第４項の規定に基づき、サカイオーベックス株式会社の平成３１年４月
１日から令和２年３月３１日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計
算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠して、サカイオーベックス株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財
産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の
基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監
査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、
監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切
な監査証拠を入手したと判断している。

連結計算書類に対する経営者及び監査等委員会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を
作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作
成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適
切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企
業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することに
ある。
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連結計算書類の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重
要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書
類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又
は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があ
ると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業
的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応し
　た監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基
　礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。
・　連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人
　は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統
　制を検討する。
・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積り
　の合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
・　経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監
　査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性
　が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報
　告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類
　の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められてい　
　る。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況によ　
　り、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。
・　連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
　拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連
　結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
・　連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な
　監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。
監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。
　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部
統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について
報告を行う。
　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこ
と、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するた
めにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利
害関係はない。

以　上
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計算書類に係る会計監査報告
独立監査人の監査報告書

令和２年５月19日
サカイオーベックス株式会社

取締役会　御中
　　　　　　　ＥＹ新日本有限責任監査法人

金 沢 事 務 所
指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 櫻 井 　 均 ㊞
指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 西 田 裕 志 ㊞

監査意見
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、サカイオーベックス株式会社の平成31年４

月１日から令和２年３月３１日までの第127期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、
株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査
を行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているも
のと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査
法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのそ
の他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手
したと判断している。

計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作

成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し
適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切で
あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に
関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することに
ある。
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計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要

な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に
対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集
計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判
断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業
的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応し
　た監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基
　礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。
・　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人　
　は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統
　制を検討する。
・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積り
　の合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
・　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査
　証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が
　認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告
　書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記
　事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人
　の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継
　続企業として存続できなくなる可能性がある。
・　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
　しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書
　類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部
統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について
報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこ
と、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するた
めにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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監査等委員会の監査報告

監　査　報　告　書

　当監査等委員会は、平成31年4月1日から令和2年3月31日までの第127期事業年度におけ
る取締役の職務の執行について監査いたしました。その方法及び結果につき以下のとおり報
告いたします。

１．監査の方法及びその内容
監査等委員会は、会社法第399条の13第1項第1号ロ及びハに掲げる事項に関する取締役

会決議の内容並びに当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について
取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応
じて説明を求め、意見を表明するとともに、下記の方法で監査を実施しました。

① 監査等委員会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、会社の内部統制部門と連携の
上、重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行に関する事項の報告
を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所
において業務及び財産の状況を調査しました。また、子会社については、子会社の取締
役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告
を受けました。

② 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証
するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて
説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保す
るための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理
基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、
必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸
借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並び
に連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結
注記表）について検討いたしました。
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２．監査の結果
(1) 事業報告等の監査結果

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示してい
るものと認めます。

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実
は認められません。

③ 内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認めます。また、当
該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行について
も、指摘すべき事項は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人EY新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めま
す。

(3) 連結計算書類の監査結果
会計監査人EY新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めま
す。

令和２年５月20日
サカイオーベックス株式会社　監査等委員会

常 勤 監 査 等 委 員
監査等委員会委員長 多 田 達 夫 ㊞
監 査 等 委 員 池 田 功 夫 ㊞
監 査 等 委 員 河 村 伸 哉 ㊞

（注）監査等委員池田功夫及び河村伸哉は、会社法第2条第15号及び第331条第6項に規定する社外取
締役であります。

以　上
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